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　生活困窮者への継続的・包括的支援に取
り組むパーソナル・サポート・サービスの
モデル・プロジェクトが、全国５つの自治
体（釧路市、横浜市、京都府、福岡市、沖
縄県）で11月より順次開始される。
　この事業は、パーソナル・サポーターと
呼ばれる支援員が一人ひとりの支援対象者
に寄り添いながら、福祉・雇用領域を網羅
した生活全般にわたる相談役として継続的
に関わる伴走型の支援制度である（パーソ
ナル・サポート・サービス検討委員会「｢パー
ソナル・サポート・サービス｣ について～
モデル・プロジェクト開始前段階における
考 え 方 の 整 理 ～」 平 成22年 ８ 月31日 ）。
2011年度にはモデル・プロジェクトが20エ
リアに拡大し、本格的な制度化をめざす
2012年度には、全ての都道府県での実施が
計画されている。
　「オーダーメイド」を強調していること
からも、この取組みは、既存の制度の枠組
みからではなく、当事者のニーズから支援
体制を組み立てようと試みている。つまり、
支援の内容を規定するのはあくまでも当事
者の暮らしの現実と要求であり、それらへ
の対応は制度やサービス提供者の都合に

よって制限されるべきものではないという
考え方が根底にあるのだろう。事業に着手
したばかりの段階であり、制度を動かす主
体によって支援のあり様は大きく左右され
るため、その是非や評価について饒舌にな
ることは控えなければならないが、めざす
べき方向性は基本的に間違っていないと私
は考えている。
　生活が困窮し、社会的に排除されてきた
人びとに共通する特徴は、当事者一人の中
に現れる困難や問題が多面的かつ相互連関
的であるということである。経済的な問題
は、家族関係、健康や精神保健、教育といっ
た複合的な問題と相関関係にある場合が多
く、加えて、これらの諸問題や排除の状態
は世代を超えて連鎖する。例えば、私の住
む埼玉県では、この春の生活保護世帯の中
学 生 の 全 日 制 高 校 進 学 率 は、 県 全 体

（92.5％）よりも約25ポイントも低い67.8％
であることが明らかにされている。
　排除の連鎖（悪循環）からの脱却にむけた
伴走は、窓口をたらい回しにされるといっ
た縦割り行政の改善や、制度の狭間で適切
な支援を受けることができなかった人びと
の救済への力へと作用するであろう。また、

正統的周辺参加と協同労働
聖学院大学政治経済学部准教授　大高 研道

巻 頭 言



No.220

2010.11   3

NPOなどの市民社会組織にとっても、こ
れまでは活動家の「個人芸の世界」（湯浅誠
氏）で行われていたものが制度化・一般化
する契機にもなるだろう。
　ただし、理念の正統性とそれが実際の支
援の場面でどのように機能するかは別の問
題である。とりわけ、個別支援を基本とし
ているため、場合によっては制度に対応す
る行政窓口を紹介して終わりということに
もなりかねない。まさに、このプロジェク
ト自体がめざしている個人主義的アプロー
チを超えた地域的アプローチの内実が問わ
れることになる。
　この間、労働者協同組合やNPOによる
若者自立支援の取組みを見てきて私が感じ
たことは、その実践の第一義的価値は社会
生活を取り戻すための支援にあるというこ
とである。そして、その社会生活を取り戻
すための支援の内実は、「関係性の回復」
である。つまり、自立支援の過程は、支援
者、親、地域住民、そして当事者間の関係
性の（再）構築を通した基本的信頼回復のプ
ロセスであり、この関係性の回復があって
こそ意欲の回復が可能となる。よって、伴
走型支援の中核部分に、制度のみならず地
域につなぐ支援が位置づけられていること
が肝要となる。
　さて、これらの支援事業の担い手である
が、積極的労働市場政策に基づく自立支援
が社会政策の最重要課題となっている今日
では、上記パーソナル・サポート・サービ
ス事業のみならず、行政からの委託事業の
多くにNPOや社会的企業が携わっている。

労働者協同組合も、千葉県芝山町の労協若
者自立塾（現基金訓練「若者まちづくり人
材育成科」）や全国10カ所の地域若者サポー
トステーション、今秋から埼玉県でスター
トした「生活保護受給者チャレンジ支援事
業」（アスポート事業）など、社会的な自立
支援にかかわるさまざまな事業への取組み
を通して、長らく社会から隔絶され、孤立
してきた人びとに対する社会へのつなぎ役
やたまり場的空間を創出する重要な役割を
果たしている。
　同時に、その取組みが深化する過程では、
支援対象者の多くが制度の谷間の「グレー
ゾーン」に追い込まれてきた人びとである
という現実も明らかになっている。それは、
自立支援から就労への移行の困難性を浮き
彫りにさせるとともに、労働者協同組合の
実践そのものに対して新たな課題を提起す
ることにもなっている。すなわち、支援の
対象者が単なる利用者や保護の客体として

「周辺的参加peripheral participation」に
止まるのか、それとも協同労働の担い手と
して「十全的参加full participation」への
道筋を示すことができるのか、という問い
である。
　労働者協同組合運動を、現代資本主義社
会の構造的危機との関連で生成・展開して
きた労働者の主体的運動と捉える視点を重
視する立場からみれば、労働市場を取り巻
く今日的状況の中で排除され、不利な立場
にある人びとの主体形成が一連の連続性を
持って実現できる場として労働者協同組合
が機能しているか否かは、決定的に重要で
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ある。そして、その課題に正面から立ち向
かったとき、構成員の同質性を前提とした
労働・管理・経営参加のあり方も何らかの
形で再編が迫られることになろう。その意
味では、真に問われなければならないのは、
多様な働き方とともに、多様な経営への参
加を認め合い、異質性を包摂した協同労働
のあり方を協同で模索するプロセスそのも
のということになる。
　社会的に排除されてきた人びとの「正統
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周辺参加」（レイブ/ウェンガー『状況に
埋め込まれた学習－正統的周辺参加－』
1993）の実践的論理の確立は、多様な参加
を担保しつつ、構成員による自主管理（労
働と経営への参加の統一）を実現する枠組
みの追求とともに、利用者や地域住民、さ
らには地域内の多様な協同組織を包含する

「協同労働」の実体化・豊饒化に向けた試
金石であるように思われる。
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